
「義務教育の段階に相当する普通教育の多様

な機会の確保に関する法律」案（未定稿）を読んで

の（公開）質問状（＊）に関する回答	
 
＊2015 年 8 月 25 日	
 公開質問状  

	
  	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 「	
 登校拒否を考える会・佐倉」世話人  下村小夜子  

（下村小夜子さんに代わり、東京「モモの部屋」所属の藤本  

なほ子よりご送信させていただいております。―回答文末＊
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 （早稲田大学）	
 

＜回答に当たって＞	
 

	
 わたしは、実現する会を通して、これまで、さまざまな理由で学校に行かない、行けな

い子どもたちやその保護者たちが自己否定感に苛まれ、追い詰められている状況をなんと

か打開したい、との思いで、学校以外の多様な学びを普通教育（憲法 26 条 2 項）に参入

させる法律の制定運動を進めてまいりました。	
 

	
 その取り組みは、2001 年「フリースクール全国ネットワーク」設立のころから始まっ

たと言われています。わたしが理事をつとめる葛飾中学校の設置（2007 年）以降の＜フ

リースクールの公教育参入の歴史的実験＞に、わたしなりに確信をもち、2009 年第 1 回

ＪＥＤＣ（日本フリースクール大会）での新法制定への政策提言の採択に参加、2010 年

の新法骨子案（第一案）の公表（たたき台作りに参加）、2012 年 7 月の実現する会設立総

会を経て、現在に至っています。	
 

	
 今回の「義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保に関する法律」案（未

定稿）（2015 年 8 月 21 日付、以下法案という）は、そのような 21 世紀に入っての 15 年

間の取り組みの成果が相当程度反映されているものと受け止めることができるため、現時

点での法案制定について、わたしは前向きに検討を進めております。	
 

ただし、そのような国レベルでの動きに対して、不登校の子どもの現場サイドやその支

援組織、関係者などから、さまざまな疑問や意見、慎重論や反対論が噴出してきており、

このままですと、これまで長い間かけて蓄積されてきた不登校問題への市民的なネットワ



ーク、その信頼関係に亀裂が生じることも危惧される事態に至っています。	
 

	
 わたしは、法案をめぐる評価の良し悪しをもって、これまで蓄積してきた市民的な信頼

関係が崩れることがあってはならないと考えています。	
 

	
 お互いの意見について相互理解を深め、その信頼関係を維持しながら、今回の法案への

コンセンサスを得られるように努力していきたいと考え、今回の「公開質問状」に対して

正面から向き合って、回答していきたいと考えました。	
 

	
 わたしの法案に対する理解について、忌憚のないご意見をいただければ幸いです。	
 

	
 

回答	
 

（●見出し語は、喜多のほうでつけさせていただきました）	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿	
 

●不登校の子どもの最善の利益、意見の尊重の理念（法案１・２条）の適用	
 

	
 

「義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保に関する法律案」（「多様な教育

機会確保法案」と通称）について、公開を前提に下記をご質問いたします。  
	
 

質問１．これまで、「普通教育法制の 2 本立て法」であり「学校教育法制の補完法ではな	
 

い」	
 と説明されていましたが、この法案は、あくまで学校教育法の特例であって、	
 

2 本立ての法律には今後もなり得ない。それをどう考えるのでしょうか？	
 

	
 

回答	
 

ご指摘の通りだと思います。この法案は、残念ながら学校教育法の特例法という位置づ

けであり、普通教育法制の 2 本立て法には、なっておりません。ただし、「今後もなり得

ない」かどうかは、8 月 21 日法案の今後の運用の仕方にも左右されていくものと推察さ

れます。	
 

とくに以下の理念が追加されたところに注目しておく必要があります。	
 

①  子どもの権利条約の趣旨に則った・・多様な教育機会確保法であること（第 1

条）	
 

	
 	
 	
 ②（子ども）の意見を十分尊重し、年齢、国籍を問わない義務教育の機会の確保が

めざされていること（第 2 条 1 項）です。	
 

	
 この条項（①、②）は、当面は、のちに述べる法の運用面、施行規則に組み込む制度設	
 

計面にしっかり反映させていけるよう注視していくべきでしょう。とくに、個別学習計画	
 

の認定や支援、修了認定の手続き面で、不登校の子どもの最善の利益、意見の尊重の理念	
 

がどう適用され、反映されるのか、がポイントとなります。	
 



	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿	
 

●個別学習計画の条項は、「申請しない自由」が確保されている任意規定であ

ること	
 

	
 

質問２―①．「個別学習計画」の内容や実施のしかたには明確な縛りが定められています。

これらを通しての、家庭への行政の介入をどう考えるのでしょうか？	
 

	
 

回答	
 

もっとも大切なことは、条文の読み方です。	
 

個別学習計画（第 4 章）の認定の制度的な枠組みを定めた 12 条 1 項は、「認定を受ける

ことできる。」と規定されています。この「できる」という語尾の定め方は、一般に任意

規定と呼ばれている規定の仕方で、認定を受けたければ受けることができる、という意味

であり、受けたくないものは受けなくてもよい、という任意性を基本においた条文です。	
 

	
 この規定の語尾が、もしも「認定を受けなければならない」という義務規定であったり、

「認定を受けるよう努めなければならない」という努力義務規定であったりした場合には、

仰るとおり、「家庭への行政の介入」を問題にしなければなりません。しかし、任意規定

である以上、計画書を申請しない自由が確保されていますから、この１２条を持って「行

政介入」と理解するのは早計だと思います。	
 

	
 ただし、学校外の学びの場とはいえ、認定を受けた保護者だけが就学義務を果たしたも

のとみなされると、申請しない保護者に対して、現状以上にプレッシャーを与えることに

ならないか、という懸念が生まれることでしょう。そのような不安感を取り除くために、

適切な制度設計がはかられることが必要になります。	
 

	
 なお、個別学習計画に関して、「内容や実施のしかたには明確な縛りが定められて」い

るという理解をされていますが、この理解も早計にすぎる感があります。そこでは、「制

度的な枠組み」とその運用を基準化した「制度設計」との区別が必要です。たとえば小中

高校といった学校制度の枠組みと、その運用の基準である学習指導要領との区別があるの

と同様です。	
 

	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿	
 

●国・地方公共団体・教育委員会の義務と支援協力体制の整備について	
 

	
 

質問 2－②・この法案は、主語（主体）がほとんど「国」「地方公共団体」「教育委員会」

になっていて、主導権は行政が握っています。｢本人｣が主語になった言い方は皆無です。	
 



・座長試案では教委の下に支援委員会をつくって、そこに民間も入るということでしたが、

条文案では｢関係者の意見を聴く｣（第 6 条第 3 項）（第 12 条第 4 項）としか書かれてい

ません。意見を「聴く」といっても、形式的になる恐れも十分あります。実際、この法案

も、3 回ヒアリングしたにもかかわらず、内容は座長試案よりきついものになってしまっ

ています。	
 

	
 

回答	
 

法案は、学校以外の学びの場を普通教育法制に組み込んでいくための行政の責任、法的

義務を定めることが軸の一つですので、国や地方公共団体、教育委員会を主語にして、そ

の責任や義務を規定するのはごく自然なことと理解しています。	
 

ご指摘のあった「条文案では｢関係者の意見を聴く｣（第 6 条第 3 項）（第 12 条第 4 項）

としか書かれていません。」との文言に関しては、前者は文科大臣が基本方針案の作成の

際に民間団体等の意見を「反映させるための必要な措置を講ずるものとする」（8 月 21 日

法案 6 条 3 項＝義務規定）として、国の義務をうたった文ですし、後者は、市町村教育委

員会が、個別学習計画の認定の際に、学習支援の実務経験者の「意見を聴くものとする」

（8 月 21 日法案 12 条 4 項＝義務規定）と、市町村教育委員会の義務を定めました。いず

れも、行政の限界を民間団体や、学習支援の実践者でカバーしていく支援体制の一部をな

す重要な規定だと思います。しかし、新体制についての規定はそれだけではありません。	
 

法案では、行政やとくに教育委員会の限界をカバーしていくための支援協力体制、その

先にある支援機構の整備（財務省は「新規組織」に難色）について、どこまで踏み込んで

いるかを見定めることが大切です。	
 

法案では、学校外の多様な教育機会に関する希望調査研究（7 条）、多様な教育機会へ

の国民的理解・広報（8 条）、そのための人材確保（9 条）、多様な「学習」への環境整備

（10 条、カッコ内、8 月 21 日法案で「教育」を「学習」に修正）、子ども、保護者からの

「教育および福祉」に関する相談の総合的整備（11 条、カッコ内 8 月 21 日追加）	
 とい

う一連の多様な学びの場の整備機能とそのための支援協力体制を 14 条 1 項で以下のよう

に構築していくことを求めています。	
 

	
 

8 月 27 日法案 14 条 1 項	
 

「市町村の教育委員会は、個別学習計画の作成及び当該学習計画に従った学習活動を支

援するため、学校関係者、第十二条第四項に規定する専門的知識を有する者、学習活動に

対する支援に係る実務の経験を有する者その他の関係者との間において必要な協力体制

を整備するものとする。」（＝義務規定）	
 

	
 

ただし、では、どのように支援協力体制を整備していくか、については明らかにしてい

ません。その点は、現在中断している有識者会議および文科省フリースクール担当部局に



おいて今後検討される制度設計にゆだねられていること、その中身は、次項で述べるよう

に、新法の施行規則、基本方針において体現されることになると思います。その意味では、

わたしたちの理解では、ご指摘のような「座長試案よりもきついもの」ではなく、むしろ

7 月 26 日に議論した支援機構の考え方にだんだん近づいている、という理解です。	
 

	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿	
 

●文部科学省令（新法の施行規則）で定める基準がポイント	
 

	
 

質問 2－③・7 月 26 日の「実現する会総会」では「認定ではなく認証を」という意見がく

出ましたが、この条文では、あくまで教育委員会が「認定」するもので、親は報告（第

16 条）を求められ、計画の変更の勧告（第 15 条）を受け、さらに認定取り消し（第 15

条第 2 項）もありえます。座長試案よりも、教育委員会の権限が大きくなっています。	
 

・「個別学習計画」について、その内容は「学校教育法第二十一条各号の目標を達成する

こと」（第 12 条第 3 項第 4 号）と定められています。また、試案にあった「保護者は子ど

もの状況を考慮し」も削除されています。実現する会総会では｢学ぶ内容は遊びでもいい｣

という説明でしたが、現実にはこのように縛りを定めています。つまり、この法律によっ

て「教育の機会」が多様化されるとしても、学びの内容や、子どものあり方の多様性が認

められるわけではありません。	
 

	
 

回答	
 

8 月 21 日付法案では、法案 12 条 3 項の 4 号は以下のとおりに修正されています。	
 

	
 

「四	
 前号に定めるもののほか、学校教育法第二十一条各号に掲げる目標を踏まえ、当

該児童又は学齢生徒の発達段階及び特性に応じて定められていることその他の文部科学

省令で定める基準に適合するものであること」	
 

	
 

	
 ご指摘の引用箇所、正確には「学校教育法第二十一条各号の目標を達成するよう定めら

れていること」（8 月 11 日付法案）という言葉は、子どもの「発達段階及び特性に応じて

定められること」に置き換えられています。かつ、4 号の基本条件は、学校教育法 21 条

各号の「目標を踏まえ」、今後、有識者会議等での議論や報告を受けた文部科学省の省令

＝施行規則で定める基準に従うことが示されました。	
 

	
 したがって、この法案では、基本的には、学校以外の学びの場を普通教育に参入させる

ための基本理念を定めた理念法であり、かつそれを実現していくための制度的枠組みを示

したものと理解できます。	
 

	
 その制度の運用については、新法の施行規則や基本方針（6 条 2 項―2）などに示され



る予定の制度設計の如何にかかっているといえましょう。	
 

	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿	
 

●子どもの意見の尊重という理念を受けた学習支援体制の整備	
 

	
 

質問 2－④・｢児童の権利に関する条約等の教育に関する条約の趣旨にのっとり｣（第 1 条）

とか、基本理念に「普通教育を十分に受けていない者の意思を十分に尊重しつつ」（第 2

条）と入ったのはよかったと思います。しかし、条文の中身そのものが、それに矛盾した

ことを決めています。本当に尊重するなら「個別学習計画」そのものが不要なはずです。	
 

	
 

回答	
 

	
 「よかった」と評価されている条項については、先に述べました。関連で、2 条では「そ

の年齢又は国籍その他の置かれている事情にかかわらりなく」教育が確保されるとした理

念も重要です。	
 

	
 そして後段で、子どもの権利条約など国際教育法に則った上記の理念と、個別学習計画

の規定が「矛盾し」「不要」と理解されていますが、そこは私たちの理解と異なります。	
 

	
 すでにお答えしましたように、第 4 章の個別学習計画の規定は、いわば学校以外の学び

の場の普通教育、義務教育への参入をはかるための制度的枠組みを定めたものであって、

それ以上の運用上の中身については、文科省令などの基準にゆだねるものとしています。	
 

	
 教育委員会による認定という制度的な枠組みは、義務教育法制（市町村教育委員会によ

る就学指定、就学督促など就学義務制度など）を執行する市町村教育委員会を抜きには考

えられません。ただし、これまで学校復帰一辺倒であった教育委員会が、直ちに学校外の

学びの計画に関して認定できる保証がないことも現実です。したがって、「認定」（12 条）、

「変更」（13 条）、「支援」（14 条）、「勧告」（15 条）、「修了認定」（16 条）の実質的な運

用に関する制度設計が大変重要になります。	
 

	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿	
 

●＜学校を休む権利から、学校外の居場所で自身に合った方法で学ぶ権利の行

使まで＞の公認によって、子ども、保護者がいかに救われるか	
 

	
 

質問３．あくまで今の学校の中で「行かない」育ち方を位置づけさせるべきではないでし	
 

ょうか？	
 

今までは、学習していなくても、ゲームをやっていても、卒業は認められてきました。

しかし、この法案が通れば、子どもはまったく休めなくなります。いじめ自殺を防ぐため



というならば、この法律を通すことよりも、今まで認められてきた事実を学校教育法の中

で全国の校長たちに「本人の状況を考慮し」ということで、きちんと位置づけさせる、と

いうことを要望すべきではないでしょうか？	
 

もっとも大切なのは、子どもたちが十分休めるということであり、それをいかに保証し

ていくかということだと思います。学校をはじめ、広く社会に、「不登校の子どもの権利

条約（ママ→宣言）」の「第 1	
 条．学校に行く・行かないを決める権利」を認めさせるこ

とではないでしょうか？	
 

	
 

回答	
 

今回の法案は、ご指摘のような、今の学校の中で「行かない」育ち方を法制化していく

動きの出発点であると理解しています。	
 

	
 学校に行かない権利の保障は、不登校の子どもや保護者にとって、とても大切な理念で

ですが、それだけでは、学校に行くものだという社会通念からのプレッシャーを受け続け、

子どもも保護者もつらい立場に立たされます。そこで大切なのは、「学校に行かない」育

ち方の公認です。学校外の居場所で、自分らしく自身に合った方法での学びもＯＫという

法制の整備によって、子どもや保護者が無用な自己否定感をもたずに、子育て、子育ちに

安心して従事できるものと考えます。	
 

	
 この法案は、学校外の多様な学びを普通教育、義務教育に参入する、という歴史的な転

換点に位置する法律であることは間違いありません。	
 

	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿	
 

●自由競争の歯止めとしての教育委員会の役割	
 

	
 

質問４．この法案は義務教育の一部民営化・自由競争化につながります。塾産業が入って	
 

くることで、親が経済的・精神的にさらに苦しくなりえるのではないでしょうか？	
 

親達としてはどうしても誰かに頼らざるを得なくなります。そこをねらって、	
 

通信教育など、教育産業が全国的に参入してくると予想されます。	
 

	
 

回答	
 

	
 そのような懸念、営利目的の団体などによる自由競争化への懸念があるからこそ、その

歯止めとして、個別学習計画の認定手続きに、公教育事業を担う教育委員会が関与する実

質的な理由があると思います。	
 

	
 ただし、「義務教育の一部民営化」という表現は正確な表現とはいえないように思いま

す。これまで「民営化反対」という大雑把なくくり方により、「公」の活動よりも、子ど

もの支援領域ではるかに実践的な蓄積を積んできた「民」の活動＝ＮＰＯ・非営利市民活



動（フリースクールやプレーパーク、シェルターなど）の社会的な役割や意義があいまい

にされてきました。また、営利企業の中には、良心的な学習支援活動に従事している場合

もあり、ＮＰＯ活動が発展していない地方、地域における学校以外の学びの場として「認

定」対象からすべて除外するわけにはいかないでしょう。	
 

	
 不登校問題など子どもや保護者の支援活動が市民・ＮＰＯによって支えられてきた現状

をふまえて、自治体と市民・ＮＰＯとの連携・協働による支援協力体制づくりが求められ

ます。	
 

	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿	
 

●フリースクールが排除の手段となりうるか？－文部科学省令（新法の施行規

則）で定める基準がポイント（質問 2－③、④と同じ）	
 

	
 

質問５．子どもの排除が正当化される危険性をどう防ぐのでしょうか？登校しているけれ

ど手のかかる子どもに、学校がホームエデュケーションやフリースクールを勧めてくると

いう事態も考えられます。現実に、「特別支援教育法」ができてから、特別支援学校や特

別支援学級が全国にでき、障がいのある子がさらに細かく分けられ、排除が進んでいる状

況です。そこへもう一つ、排除の構造が増える形になります。現に、「障がい児を普通学

級へ」の運動を展開している会やネットワークは、今回の法案にも反対を表明しています。	
 

	
 

回答	
 

発達障がいなどを疑われる「手のかかる」子どもが、むやみに特別支援学級に押し込め

られるという現実があることは事実だと思います。その延長として、ホームエデュケーシ

ョンやフリースクールも利用されることは確かに想定されるところです。	
 

しかし、その現実は、不適切な制度運用から生まれたものであり、主には、学校教職員

の発達障がいへの無理解（研修の不備等）など、教育力量と見識、さらには人権感覚など

が問われる問題です。	
 

ご指摘のような特別支援に関する問題と、今回のフリースクールなど多様な学びの場の

公教育参入の問題は、目的、性質の異なる事柄です。前者は、障がいのある子どもの学習

権を通常の学校の場で平等に保障する取り組みであり、後者は、不登校の子どもの学習権

を、通常の学校ではない「多様な学びの場」で自分に合った方法で学ぶことを保障する取

り組みです。	
 

そのような目的や性質の違いを無視して、現象面で同じ問題性が認められるからといっ

て、制度改革自体の正当性を否定してしまうことでよいのでしょうか。もちろん、その点

を含めて、ご指摘の問題は法の運用に関する問題であり、文部科学省令（新法の施行規則）

で定める基準がポイントの一つになると思います。	
 



＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿	
 

●多様な学びの場への公的支援―文部科学省令（新法の施行規則）で定める基

準がポイント（質問 2－③、④と同じ）	
 

	
 

質問６．フリースクールなどへの財政支援については、学びの場としてだけでなく、子ど	
 

もの命を支える場としての公共性を訴え、認めさせるべきではないでしょうか？	
 

フリースクールや居場所は、「学びの場」としてだけではなく、まずは、あくまで子ども

の育ち、生きることそのものを支える活動としてとらえるべきだと思います。	
 

	
 

回答	
 

法案では、附則 2 で、「政府は、速やかに、多様な教育機会の確保のために必要な経済

的支援の在り方について検討」し、「必要な措置を講ずるものとする」としています。	
 

冒頭で述べましたように、この法案は、学校外の学びの場を義務教育、普通教育に参入

させることにより、不登校の子ども、保護者が長い間苛まれてきた自己否定感から解放さ

れるような環境づくりとなる、という趣旨にもとづいて、その推進をはかることが妥当と

判断しました。	
 

ご指摘のように、子どもの命と暮らし、遊びとも一体化した居場所こそが、子どもの真

の学びとなり自己肯定感を高める場ともなる、という考え方が、法案にも反映されていく

ことが望ましいと思います。そのため、個別学習計画認定にともなう保護者への経済的な

支援のあり方も、個別対応（「学習支援金」等）以上のものが構想されていいと考えます。	
 

ただし、その点を含めて子どもの命と居場所への公的支援のあり方は、当面は、法案に

基づく運用面、制度設計として具体化していくことが望ましく、そのための文部科学省令

（新法の施行規則）で定める基準がポイントになると思います。憲法 89 条で、公的支配

が及ばぬ団体、機関への公的支援の禁止がうたわれているために、機関助成が困難という

認識が一般的ですが、子どもの命、暮らしを守る居場所に対する公的支援は、十分に公共

性のある活動であり、私学助成のように、機関助成の道を探っていくことも大切であると

いえましょう。	
 

	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿	
 

●子どもが望まない教育「支援」が強制されるのか？－文部科学省令（新法の

施行規則）で定める基準がポイント（質問 2－③、④と同じ）	
 

	
 

質問７．子どもが望まない教育的な「支援」が押しつけられるのではないでしょうか？	
 

7 月 26 日の「実現する会総会」では、喜多明人氏は「支援機構の新設」を謳っていまし

たが、条文では相談体制の整備は努力規定になっています（第 11 条）。	
 



ＮＰＯや親の会がかかわれる地域は限られています。教育委員会がひとりひとりの子ども

や親をフォローし、そのほんとうの望みと必要とを理解して支援を行うのは、難しいので

はないでしょうか。そもそも、家庭を教育の場として位置づけて「支援」しようとする構

図（第 14 条）そのものに問題があるといえます。	
 

	
 

回答	
 

ご指摘の「子どもが望まない教育的な「支援」が押しつけられるのではないか」という

点は、質問 2－①で回答しましたように、任意規定であることで、原則的には問題が生じ

ないと判断します。ただし、そのような懸念を含めて、支援協力体制、支援機構の整備に

ついては、質問 2－②で詳述しましたように法案に基づく制度設計と運用のあり方に関す

る問題であり、文部科学省令（新法の施行規則）で定める基準がポイントになります。	
 

	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿	
 

●学籍による新たな差別が生じるか？－文部科学省令（新法の施行規則）で定

める基準がポイント（質問 2－③、④と同じ）	
 

	
 

質問８．学籍による新たな差別（学校籍と教育委員会籍とできてしまう）はどう考えるの	
 

でしょうか？	
 

この法案が推進されている根拠の一つに「二重学籍の解消」がありましたが、法案が通っ

ても、修了認定は教育委員会がするのであって、フリースクールなどが独自にできるわけ

ではありません。二重学籍は解消されないばかりか、一般の学校とは異なる修了認定とな

ることによって、学籍による新たな差別ができるのではないでしょうか？	
 

	
 

回答	
 

これまでの二重学籍の問題とは、学校外の学びの場、たとえば、フリースクールやオル

ターナティブスクールに在籍していても、卒業時には原籍校で校長の許可を得て卒業資格

を得るという意味での二重籍でした。せっかく学校外の学びの場、居場所で長い間生活し

学んだにもかかわらず、卒業証書は、まったく通ったこともない学校から授与される、と

いうことは子どもにとっても苦痛だったと思います。その意味では、今回自身が選んで学

んだ場での学習成果を基にして修了証書が出るということで、子どもも達成感を味わえる

し、二重学籍問題も基本は解決することになります。	
 

ただし、ご指摘のように、教育委員会の修了証書と学校での卒業証書とが、同じ義務教

育修了の証明であって質的に異なるものではないとはいっても、場合により差別的な扱い

をうける危険性がないとは言えません。特に高校進学の際に、これまで不登校の子どもが

内申点で不利な扱いを受けてきた現実があります。今回の「修了」認定が、同様に不利な

扱いを受ける可能性がないとはいえません。ただし、その点への配慮を含めて、今後検討



される制度の運用、制度設計上の問題であり、その中で重要な課題のひとつになるでしょ

う。そこでは、基本方針や文部科学省令（新法の施行規則）で定める基準がポイントにな

ると思います。	
 

なお、義務教育修了証書を一本化するという道もありえますが、それは新しい制度改革

の問題であり、学び場、学校単位での修了行事（卒業式）や生徒の母校愛、達成感への配

慮などから、すぐに解決できる問題ではないように思われます。また、上記のような差別

を心配して、原籍校に一律、籍を残すという考え方もありえますが、それでは学校至上主

義の制度的な枠組みを越えられないだけでなく、「学校外の学びの場の義務教育参入」と

いう趣旨を大きく踏み外してしまうことになりかねないと思います。	
 

	
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿	
 

●まとめにかえて	
 

ー不登校の子どもの現場からの、学校至上主義の制度的壁への挑戦	
 

	
 

	
 わたしは、どんなに実践的な努力をしても、どうしても超えられなかった制度上の壁

に対して「風穴をあける」こと、その突破口となるのが、今回の法案だと考えています。	
 

	
 

	
 公開質問状のさいごに「まとめ」と題して、制度による経済力・地域格差の問題が指摘

されています。現状はそのとおりだと思います。ただし、だから制度がいらないというこ

とにはならない、実践的にはどのように苦労しても超えられなかった制度の壁を突破する、

その意味を考えていきたいと思います。制度改革で、確かに多様な学びの場作りなどにお

いても地域差、経済力差が生じることになり、いろいろ混乱も生じるでしょう。しかし、

その「格差を自覚できること」も制度あってのことです。かつ、法制度があるからこそ、

その格差を是正していくことが行政の責務になるわけです。	
 

	
 

	
 学校以外の学びの義務教育、普通教育への参入という制度改革は、学校至上主義の制度

とそれを支えてきた考え方に対して、「風穴をあける」効果があります。	
 

	
 9 月 3 日には、西野博之さんが文科省の職員を集めての講演が予定されていると聞いて

います。おそらくこの法律が通ると、教育委員会職員に対しても、「学校以外の居場所づ

くりと学びの重要性」などについて研修が始まるでしょう。	
 

	
 学校至上主義と学校復帰という発想にとらわれ続けている日本の教育行政、学校教職員

に対して始めてメスが入れられるのです。制度の壁を突破するという取り組みは、至難の

業ですが、そのような今まで想像できなかった効果を期待できます。	
 

	
 

	
 学校以外の学びの場の公教育参入の法制化運動は、冒頭に書きましたように、	
 



21 世紀に入り、2001 年「フリースクール全国ネットワーク」設立のころから始まり、フ

リースクールの公教育参入の歴史的実験といってよい 2007 年の葛飾中学校が設立され、

その後、2009 年第 1 回ＪＥＤＣ（日本フリースクール大会）で新法制定への政策提言が

採択されて本格化し、2010 年の新法骨子案（第一案）の公表、その後、第三案まで検討

され、2012 年 7 月の本会設立総会を経て、現在に至っています。	
 

	
 その背景には、小中学校だけでも 12 万人、高校（中退含む）までで 20 万人にのぼる子

どもたちが学習権を奪われた状態で放置されてきた現実があります。いわゆる不登校「高

止まり」傾向が続く中で、文科省や教育委員会などの教育行政責任が問われてきました。

そしてようやく、これらの子どもたちへの学校以外の学び、居場所への普通教育参入の法

案が、現政権下でまとまりましたが、わたしは、どの政権下ではあっても、当然に求めら

れてきた制度改革であると確信しております。	
 

	
 しかも、学校に行かないことへのプレッシャーを感じ続けている多くの不登校の子ども

たちや保護者にとっては、「待ったなし」の状況にある、と思います。	
 

	
 わたしは、汐見さんとともに、会の共同代表として、不登校の子どもの最善の利益（子

どもの権利条約 3 条）のために、不登校の子どもを支え続けてきた保護者のために、どう

しても「学校以外の居場所、学びの場の公認が必要だ」と信じて国会対応をしてまいりま

した。	
 

	
 法案に限界があることは百も承知です。しかし、制度的な突破口を開きたい、という思

いで進めてきた「多様な学び保障法を実現する会」の取り組みにご理解をいただければ幸

いです。	
 

	
 

【まとめ】	
 

この法案が、ほんとうに教育の多様性を確保するとは思えません。機会のみが多様化した

としても、かえって教育機会の均等を損ね、結果として経済力・地域などによって格差・

分断が生じてしまいます。全国各地で起こるであろうこれらの問題を防ぐために、具体的

に、誰が誰に対して、どのような対策を立てようと考えられているのでしょうか？	
 

	
 

・立法にかかわる方々がどんなに善意をもち、子どものためを考えていたとしても、法案

はその文章がすべてです。書かれた条文が拘束力・強制力をもち、子どものあり方を定め、

全面に影響をおよぼすというのが現実です。	
 

	
 

・私たち親の会が手の届く範囲はごく一部。現実には、力関係で子どもと親では決定的に

子どもが不利。また、親と行政でも、力関係では親が不利です。	
 

・全国の親の受ける影響（圧力）は計り知れません。｢意見を聞いた｣｢本人がいいと言っ

ている｣と言って親が子どもを追いつめる、また、学校が親を追いつめる事態は今でも枚

挙にいとまがありません。	
 



法律の影響は全国津々浦々にまで行き渡ります。一部の子どもの状況が少しよくなったと

しても、他の大多数が今より厳しい状況になってしまうことが十分に想定されます。その

ような事態の可能性を、この法案を推進する立場として、どうとらえ、何ができると考え

られているのでしょうか？	
 

	
 

＊参考	
 

（下村小夜子さんに代わり、東京「モモの部屋」所属の藤本なほ子よりご送信させていただいておりま

す。）  

 

喜多明人さま	
 

「多様な学び保障法を実現する会」の皆様におかれましては、日々子どもたちのためご健闘のことと存

じます。	
 

私たちは、わが子が不登校になったことをきっかけに、27 年間、不登校の親の会として、不登校をめ

ぐるさまざまな問題にとりくんできました。その経験から、この法案には強い危機感を抱いております

。そこで、この法案を推進してこられた皆様におたずねしたく、公開を前提に、質問状を送らせていた

だく次第です。  

なお、質問状は郵便でも送らせていただきます。ご回答はメール・ご郵送どちらでも結構です。また、

お忙しいなか大変恐縮ですが、9 月初め頃までにご回答いただきますようお願い申し上げます。  

 

	
 私たちの疑問にぜひともお答えいただきますよう、切にお願いいたします。  

 

	
 2015 年 8 月 25 日  

	
  「登校拒否を考える会・佐倉」世話人  下村小夜子  

 

	
 

	
 

	
 

	
 


